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背景 
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政府における「攻めのＩＴ活用・投資」の現在の位置づけ 
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日本再興戦略 改訂２０１４（抜粋） 
 

Ⅱ．改訂戦略における鍵となる施策 
 １．日本の「稼ぐ力」を取り戻す 
  （１） 企業が変わる 
 
（生産性の向上） 

 日本企業の生産性は欧米企業に比して低く、特にサービス業をはじめとする非製造業
分野の低生産性は深刻で、これが日本経済全体の足を引っ張っている状況にある。ま
た、グローバルな市場で戦っている産業・企業には、市場環境の変化への対応が遅れ、
苦戦を強いられているケースも多い。第２次安倍内閣発足後のマクロ環境の改善により
企業業績は回復しつつあるものの、競合するグローバル企業との比較では、未だ十分と
は言い難い。サービス分野を含めて生産性の底上げを行い、我が国企業が厳しい国際
競争に打ち勝って行くためには、大胆な事業再編を通じた選択と集中を断行し、将来性
のある新規事業への進出や海外展開を促進することや情報化による経営革新を進める
ことで、グローバル・スタンダードの収益水準・生産性を達成していくことが求められてい
る。企業の「稼ぐ力」の向上は、これからが正念場である。 
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「進化する成長戦略」（抜粋） 

【平成26年9月18日開催 第19回産業競争力会議資料】  

 １．生産性・収益力の向上（IT /イノベーション/ベンチャー 等） 

 「守り」から「攻め」へのIT投資の「質」の転換 

 大学改革とイノベーション・ナショナルシステム改革の一体的推
進 

 新たな事業創出や産業・企業の新陳代謝の促進（ベンチャー創
出等） 等 

 企業の生産性・収益力を高めるとともに、我が国から常にイノベー
ションが生まれ続ける環境を構築することで、持続的な経済成長の
実現を図る。そのために必要な施策の検討を行う。 
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産業構造審議会における議論の開始 

 実施スケジュール 

【主な論点】 【実施スケジュール】 

平成２７年２月上旬（調整中） 

   第二回情報経済小委員会 
   ：先進的な企業の取組について 
平成２７年３月上旬（調整中） 

   第三回情報経済小委員会 
   ：論点整理 
来春 

   ：中間取りまとめ 

 平成２６年１２月９日 

   第一回情報経済小委員会開催 

ＩＯＴやクラウドの進展により、あらゆる産業においてビジネスの前提が大きく変化しており、

今後、「産業構造審議会 商務流通情報分科会 情報経済小委員会」において、ＩＯＴ時代に

対応したビジネスモデル、企業経営、制度、IT人材のあり方等について検討する。 

 ITの技術革新により、ビジネス環

境が大きく変化する中で、企業

の経営や組織をどのように変え

ていくことが求められるか。 

 経営革新や新しいビジネスモデ

ル創出に必要な人材をどのよう

に育成し、また外部から受け入

れていくべきか。 

今後の予定 

など 
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○米国政府は、2012年、ビッグデータを活用し、国家の喫緊の課題解決を図るため「Big Data R&D 
Initiative」を発表。 

○民間では、IoTの普及に向け、GEが、産業機器をインターネットにつなぎ、データ解析による高度な
意思決定を可能とする「インダストリアル・インターネット」を提唱。シスコ、IBM、インテル等、60社以
上でコンソーシアムを形成。 

米国 

「Big Data R&D Initiative」 
・6つの政府機関（NSF、NIH、DOD、DARPA等）が、R&Dプロジェクトを開始。 
・連邦省庁から拠出される資金は総額２億ドル以上。 

Industrial Internet Consortium 

       

クラウドベースの 
安全なネットワーク 

計測機器を 
搭載した産業機器 

ビッグデータの 
アナリティクス 遠隔データ／ 

中央集中データの可視化 

物理ネットワークと 
人的ネットワーク 

インダストリアル・ 
データシステム 

機器ベースの 
アルゴリズムと 
データ 
アナリティクス 

機器の独自データの 
採取と保持 

機器への 
情報還流 

適切な 
人・機器との 
データ共有 

各種作業部会を設置し、ベストプラクティスや標準化動向等
について情報共有。また、インターネットと産業システムの標
準化策定に影響を与えること等が活動の目的。 

設立メンバー 

 （2014年3月設立 
現在68組織が参加） 

日本企業も参加 

→ 

各
レ
イ
ヤ
ー
で
デ
フ
ァ
ク
ト
・

ス
タ
ン
ダ
ー
ド
を
取
っ
た
企

業
が
集
結
。 
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https://www.google.co.jp/url?url=https://angloafrican.com/ibm-sees-big-possibilities-for-internet-of-things/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=xP9uVPWpBOHcmAX9t4KACQ&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNGy0dvLNcKP38nF1cOmu9JzKLmxCw
http://www.google.co.jp/url?url=http://matome.naver.jp/odai/2130568494914494201/2130570685514913903&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=4f9uVNrtLYO2mQX7-IDYAw&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNHK4srv5QTx16DkHzP5qTJf5PYI8A


○欧州委員会は、今後10年間の欧州経済戦略である「欧州2020」（2010年3月）に基づき、2010年  
5月、デジタル単一市場の創設を目指した「欧州デジタルアジェンダ」を公表。本年11月に発足した
新欧州委員会では、本取組を推進するため、デジタル単一市場担当の副委員長（エストニア）及び
デジタル経済・社会担当の委員（ドイツ）を新たに設置。 

○ドイツは、2011年、開発・製造・流通プロセスをIoTにより全体最適化する「インダストリー4.0」戦略
を採択。BoschやSiemens、ABB、ＳＡＰのほか、多数の企業が参加。本年8月には、本取組を強力
に推進することを含むIT戦略の行動計画「デジタル・アジェンダ2014-2017」を閣議決定。 

欧州 

 

 

  

•   

  

•   

第1次産業革命 
蒸気機関による自動化 

（１８世紀後半） 

第2次産業革命 
電力の活用 

（２０世紀初頭） 

第3次産業革命 
ロボットによる自動化 

（１９８０年代以降） 

＜標準化＞ 

2013年11月、「Industrie 4.0 German 
Standardization Roadmap」案を発表。 
 

製造現場、工場全体、データ連携等 の
Industrie 4.0関連技術で必要となる ＩＥＣ/Ｉ
ＳＯ化の動向を整理・明確化。 

＜技術開発＞ 

ドイツ「ハイテク戦略」の一環として、先端クラスターに１件当
たり、最大２億ユーロを助成。Industrie 4.0関連では「考える
工場」プロジェクトが２億ユーロを獲得。 

「欧州デジタルアジェンダ」に挙げられている7つの優先課題 
①活力あるデジタル単一市場、②相互運用性と標準化、③信頼性向上と情報セキュリティ 
④高速及び超高速インターネットアクセス、⑤研究とイノベーション、⑥デジタル・リテラシー・スキ
ル及びインクルージョンの向上、⑦ICTが可能とするEU社会への恩恵 

第4次産業革命 

 IT＋ロボット技術による 

 新たな産業革命 

重点分野（標準化、通信の高度化、情報セキュリティ、人材育成、規制、エネルギー効率等）ごとにＷＧを設置。政府は、民間
からの提案に基づき技術開発助成を実施。 

※ＩＥＣにおいて、Industrie4.0を念頭に置いたスマートマニュファクチュアリング 
 のあり方に関する議論が既に始まっている 7 

http://www.google.co.jp/url?url=http://dic.nicovideo.jp/a/%E3%83%89%E3%82%A4%E3%83%84&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=BgRvVKX4GcW4mwWI8YHADw&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNEVv_VHZk6bN63fMk5SGFTbcFeyJw
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.qualityaction.eu/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=Q7R1VL2cOJDk8AWds4DIAg&ved=0CBYQ9QEwAA&usg=AFQjCNHaNQJVUzvmadbgxISghM-vO-ZoSA
http://www.google.co.jp/url?url=http://www.mueller-elektronik.de/mueller-elektronik-als-partner-von-its-owl/&rct=j&frm=1&q=&esrc=s&sa=U&ei=1Nt2VLmlEYm58gX09IGwCQ&ved=0CB4Q9QEwBA&usg=AFQjCNH49-5NhweoJZCKXJ0WomrUkoy5-w


○時代に応じた事業の選択と集中が進んでおらず、既存事業の価値を低減させかねない大胆
な新事業への投資や機敏な変化の選択が困難。 

日本企業が抱える構造的問題（固定的な事業戦略） 

＜事業分野の選択と集中（重電メーカーの例）＞ 

出典：第１回 日本の「稼ぐ力」創出研究会 

シーメンス 

16.8兆円 

15.8兆円 
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上場会社における 
「攻めのＩＴ活用・投資」の促進 
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我が国企業のIT投資の傾向 

出典：一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA） 、ＩＤＣジャパン(株) 
「ITを活用した経営に対する日米企業の相違分析」調査結果（2013年10月） 
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攻めのＩＴ投資 

新たな技術／製品／サービス利用 

ＩＴを活用したビジネスモデル変革 

ＩＴによる製品／サービス開発強化 

ＩＴによる顧客行動 
／市場の分析強化 

事業内容／製品ライン拡大による 

法規制対応のため 

市場や顧客の変化への迅速な対応 

利益が増えているから 

売上が増えているから 

会社規模が拡大したため 

未ＩＴ化業務プロセスの 
ＩＴ化のため 

定期的なシステム更新サイクル 

ＩＴによる業務効率化 
／コスト削減 

プライベートクラウドの導入のため 

モバイルテクノロジーへの投資 

米国 

日本 

守りのＩＴ投資 

ＩＴ予算を増額する企業における、増額予算の用途 

米国は「製品やサービス開発強化」「ビジネスモデル変革」が上位である
一方、日本は「ＩＴによる業務効率化／コスト削減」に主眼が置かれてい
る状況。 
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 １９９８年から２００３年における４００超のグローバル企業のデータを基に、ＩＴ投資は企業収益
にプラスの効果があることを示唆 

 ＩＴ投資の収益に与える効果は、研究開発費や広告宣伝費よりも高い 

 ＩＴ投資による収益拡大効果の大部分は、コスト削減を通じた収益改善ではなく、売上拡大を
通じた収益拡大によるものであった 

「ＩＴと企業収益～そのメカニズムと実証結果」 
  ２０１２年３月 ＭＩＳ※季報掲載の学術論文 （メリーランド大学Mithas氏他著） 

                                     ※ミネソタ大学のManagement Information System Research Center 

米国における「攻めのＩＴ投資」に関する論文 

 企業は、ＩＴ活用による売り上げ拡大を通じて、企業収益の拡大に成功してきたことが示唆 

 ＩＴ投資を計画する経営者にとって、コスト削減を目的とするＩＴプロジェクトと比較して、売上拡
大を目的とするＩＴプロジェクトを優先させるべきことをこの実証試験は示唆 

 米国上場会社は現在Ｒ＆Ｄ費の支出状況を公表しているが、株式市場の透明性向上の観点
から、同様にＩＴ関連支出も公表すべき時期に来ていると考えられる、と提言 

【分析】 

【結論】 

優れたＩＴ分野に関する論文等を表彰する制度において2013年の最優秀論文に選出された 
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① 経営計画における攻めのＩＴ活用・投資の位
置づけ 

② 攻めのＩＴ活用・投資の企画に関わる社内体
制及びＩＴ人材 

③ 攻めのＩＴ活用・投資の実施状況（事業革新の
ためのＩＴ活用・投資） 

④ 攻めのＩＴ投資の効果及び事後評価の状況 
⑤ 攻めのＩＴ投資のための基盤的取組 

「攻めのＩＴ経営銘柄」の創設～大企業の「攻めのＩＴ経営」の促進～ 

「攻めのＩＴ経営」評価方法 
の策定 

○大企業（上場会社）については、ＩＴ投資の重要性に関する経営者の意識変革を促す
ため、投資家等からの評価を受ける枠組みとして「攻めのＩＴ経営銘柄」を創設。 

○優れたＩＴ経営を行っている大企業（上場会社）を「銘柄」として選定・公表することに
よって、企業による「攻めのＩＴ経営」の取組を促進することを目指す。 

 
 
 
 
 

評価手法を基に 
ベストプラクティスとしての 

「攻めのＩＴ経営銘柄」を選定・公表 

 
 
 
 
 

業種毎に各企業の目標
となる企業モデルを「銘
柄」として示すことにより、
同業他社に波及 

 
 
 
 
 

「攻めのＩＴ経営」の 
取組が促進 

株式市場を通じた 
経営革新の強化 
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中小企業 

大企業 
「攻めのＩＴ経営」の評価を
通じた優良企業の選定 

ベストプラク
ティスの提示 

ユーザ企業 

「攻めのＩＴ中小企業
百選」の実施 

「攻めのＩＴ経営」の促進による我が国産業活性化のための好循環イメージ 

Ｉ
Ｔ
産
業 

ユ
ー
ザ
企
業
の
成
長
が 

Ｉ
Ｔ
産
業
に
も
好
影
響
を
及
ぼ
す 

Ｉ
Ｔ
産
業
の
活
性
化
を
通
じ
た 

Ｉ
Ｔ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
高
度
化 

当
該
Ｉ
Ｔ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
を
自
ら
の 

企
業
内
部
に
取
込
み
、
収
益
力
を
拡
大 

13 



平成２６年９月～１１月  

    

平成２６年１２月１７日 

 

平成２７年１月１９日 

 

平成２７年５月頃予定  

これまでの検討状況と今後のスケジュール 

「攻めのＩＴ経営」の評価方法について検討する委員会を設置し、今回の
調査に係るアンケート調査票について検討 

企業における「攻めのＩＴ経営」に関する取組の調査を行い、その調査結
果を銘柄選定の基礎資料として活用する。 

 ・「攻めのＩＴ投資評価指標」策定委員会 

・アンケート調査票について検討 

 ・調査票の送付 

 ・調査票の回答期限 

 ・「攻めのＩＴ経営銘柄」の発表 
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15 

（参考）「攻めのＩＴ投資評価指標」策定委員会 

〈委員長〉 伊藤 邦雄 日本ＩＲ学会 会長 

    一橋大学大学院商学研究科教授 

〈委員〉  澤谷 由里子 早稲田大学研究戦略センター 教授 

    サービス学会 理事 

  岡田 浩一 明治大学 経営学部 教授  

  程 近智 アクセンチュア株式会社 代表取締役社長 

    経済同友会幹事 

  ロバート・アラン・フェルドマン 

    モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 

    チーフエコノミスト 

  片倉 正美 新日本有限責任監査法人 シニアパートナー 

（順不同 敬称略） 



「攻めのＩＴ経営銘柄」の選定プロセス 

食料品 

機械 

小売業 

保険業 

・
・
・ 

・
・
・ 

・・・ 

・・・ 

① ② 

④銘柄選定委員会に
よる最終審査 

・銘柄選定委員により最終
評価を行い、合議の上、銘
柄企業として選定 

対
象
：上
場
会
社
約
３
４
０
０
社 

【業
種
別
（３
３
業
種
）に
選
定
】 

最
終
銘
柄
企
業 

回
答
の
あ
っ
た
企
業
を
選
定
対
象
と
す
る 

業
種
別
に
選
択
項
目
に
よ
る 

点
数
付
け
を
行
い
基
準
以
上
の
企
業
を
選
定 

・・・ 

Ｒ
Ｏ
Ｅ
に
よ
る
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ 

③ ④ 

③ＲＯＥによるスクリー
ニング 

・ＲＯＥの直近3年間*平均

が業種平均以上の企業を
スクリーニング【東京証券取
引所】 

②選択項目による点
数付け 

・業種別に、「ＩＴ投資の内
容」以外の評価項目の点
数付けを行い、基準以上
の企業を選出 

①調査票への回答の
有無 

・銘柄選定対象は調査票
への回答があった企業
のみとする 

・・・ 

・・・ 

*2014年3月末を起点とする 

第1段階（選択項目による審査） 第2段階（記述審査） 

銘
柄
選
定
委
員
会 

に
よ
る
最
終
審
査 

※東証33業種から各1社選定することを基本としますが、

調査票の回答状況によっては、企業数が相対的に多い
業種（具体的には業種平均数以上）においては2社選定

する場合や選定されない業種が出る、業種のくくりを変
更する場合等があります。 16 



銘柄選定に関する審査基準について 

「攻めのＩＴ経営銘柄」選定にあたっては、既存ビジネスの強化による利益の拡大
を目指し、ないしは新事業への進出によって新たな価値の創出を目指し、ＩＴ経営
及びＩＴ利活用に取り組み成果を実現している企業を、以下の項目について評
価、選定する。 

銘柄の評価項目の５つの柱 

次に調査票に
沿って具体的
な内容を説明。 

17 



（参考資料） 



 今後、労働力人口が減少すると見込まれる我が国において引き続き経済成長を実現し
ていくためには、企業の経営革新を通じて生産性の向上・稼ぐ力の強化を実現すること
が重要。 

 我が国の生産性（労働時間当たりGDP）を欧米と比較した場合、相対的に低水準。 

 米国やドイツと比較すると、我が国のICT資本投資は低水準。産業の過半を占める非製
造業の生産性上昇への寄与度を比較すると、ICT資本投入の寄与度において米国から
大きく遅れており、我が国においても生産性向上のためのIT投資を促進することが必要。 

我が国企業の「稼ぐ力」の強化（生産性向上）とＩＴ投資・活用の必要性 

出典：1991年の水準を100として、EU KLEMSより内閣府において作成。 

各国におけるＩＣＴ資本投資 

19 



 米国大企業１，１６７社を対象として、ＩＴ投資と生産性を調査。 

 企業のＩＴ投資と生産性の間には相関関係があることが認められる。（他方で、ＩＴ投資によ
る効果については企業間で大きな格差が認められる） 

 別の研究では、ＩＴ資本と組織的資本について同時かつ積極的に投資している企業の方
が、どちらか一方だけに投資している企業より遙かに高い収益をあげていた。 

ＩＴ投資 
（業界平均＝1.0） 
（従業員１人当たり） 

生産性 
（業界平均＝1.0） 

高 

低 

多 少 

ＩＴ投資と企業の生産性につい
て、明らかな相関関係が確認
できる 

“Beyond the Productivity Paradox: 
Computers are the Catalyst for Bigger Changes” 
Erik Brynjolfsson 

ＩＴ投資と生産性の相関 

ＩＴ投資と企業業績の相関について 

20 



攻めのＩＴ投資が進まない原因 ①企業の意識（経営層） 

出典：一般社団法人 電子情報技術産業協会（JEITA） 、ＩＤＣジャパン(株) 
「ITを活用した経営に対する日米企業の相違分析」調査結果（2013年10月） 
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新たな技術／製品／サービス利用 

ＩＴを活用したビジネスモデル変革 

ＩＴによる製品／サービス開発強化 

ＩＴによる顧客行動 
／市場の分析強化 

事業内容／製品ライン拡大による 

法規制対応のため 

市場や顧客の変化への迅速な対応 

利益が増えているから 

売上が増えているから 

会社規模が拡大したため 

未ＩＴ化業務プロセスの 
ＩＴ化のため 

定期的なシステム更新サイクル 

ＩＴによる業務効率化 
／コスト削減 

プライベートクラウドの導入のため 

モバイルテクノロジーへの投資 

米国 

日本 

守りのＩＴ投資 

ＩＴ予算を増額する企業における、増額予算の用途 

米国は「製品やサービス開発強化」「ビジネスモデル変革」が上位である一方、日本は「ＩＴによる
業務効率化／コスト削減」に主眼が置かれている状況。 

 ＩＴ関連技術の動向に対する理解も、米国と比較すると大きく劣後。 

新規ＩＴ技術についての認識（２０１３） 
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攻めのＩＴ投資が進まない原因② 企業の意識（ＩＴ部門の位置付け） 

22 

現状では、企業内のＩＴ部門は「守りのＩＴ」が担当業務だと社内で認識されている。 

 ＩＴ部門は主体的にビジネスに関与する組織と認識されていない。 

ユーザ企業が社内にＩＴ技術者を十分に確保していない状況も、日本において攻めのＩＴ投資が 
進みにくい要因となっている可能性。 
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出典：米国労働省 労働統計局統計資料、 
NASCOMM、アジア情報化レポート、IPA IT人材白書2010 等 
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